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株式会社BECとのHRテック（HR TECH）分野における資本業務提携契約締結に関するお知らせ 
 
 

 当社は、本日開催の取締役会において、会社を運営する上で発生するバックオフィス業務を自動化し、効率的に管

理できるサービス「Gozal（ゴザル）」を運用する株式会社BEC (代表取締役：高谷元悠、東京都新宿区、以下「BEC」)

との間で、HRテック（HR TECH）分野における資本業務提携契約（以下、「本契約」）を締結することを決議いたしま

したので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．本提携の目的 

 当社は、「外食産業の新たなスタンダードの創造」をビジョンとして、多様化するお客様のニーズに対応した高付

加価値のサービスを提案・提供するレストラン展開の他、外食事業者向けプラットフォー ムの構築・提供を行って

います。中でも、このプラットフォームシェアリング事業はここ数年で急成長 を遂げており、更なるプラットフォ

ーム強化のためにも間接部門の合理化は必要不可欠との認識をもっております。 

 一方でBECは、クラウドや人工知能（AI）などの最先端のIT関連技術を使って人事関連業務を行う “HR Tech”

に積極的に取り組んでおり、中でも、これまであまり効率化・システム化が進んでいなかった労務管理の分野に最新

テクノロジーを活用しようと試みています。 

 このような状況の中、当社と BECがお互いの強みを活かして、クラウドや人工知能（AI）などの最先端のIT関連

技術を使って入社手続きや社会保険や労働保険の手続きなど、面倒な労務をウェブ上で完結するサービスを開発する

ことは当社のプラットフォーム強化に繋がると考え、今回の本契約締結に至りました。 

 なお、本契約により、当社の業務効率向上はもとより、プラットフォームシェアリング事業における IT ソリュー

ションの強化、また企業各社へOEM版として当社が販売していくことも視野に入れています。 

 

 

２．本提携の内容等 

（１）業務提携の内容 

 本提携の内容は以下のとおりです。 

① クラウドや人工知能（AI）などの最先端のIT関連技術を使った人事関連業務システムの開発支援 

② BECと共同開発した人事関連業務システムの当社への導入 

③ BECと共同開発した人事関連業務システムの販売協力 

④ BECと共同開発した人事関連業務システムの販売代理 

 

 

 

 

会 社 名 株式会社きちり 

（コード番号 ： 3082 東証第一部） 

本 店 所 在 地 大阪市中央区安土町二丁目3番13号 

代 表 者 名 代表取締役社長 平川 昌紀 

問 合 せ 先 常務取締役 

経営管理本部長 

 

葛原  昭 

電 話 番 号 06-6262-3456（代表） 



（２）資本提携の内容 

当社は、株式会社サイバーエージェントベンチャーズ及びベンチャーユナイテッド株式会社が保有する BEC Ａ種

優先株式について、総額10,005,000円で相対取引にて取得いたします。 

 

 

３. 資本業務提携先の概要 

（１） 商 号 株式会社BEC 

（２） 所 在 地 東京都新宿区西新宿2丁目6-1 新宿住友ビル25階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 ： 高谷 元悠 

（４） 事 業 内 容 
クラウドソーシング事業、WEBメディア事業、コンサルティング事業、受託

開発事業 

（５） 資 本 金 の 額 47,384,200円 

（６） 設 立 年 月 日 平成26年１月28日 

（７） 従 業 員 人 数 ６名 

（８） U R L http://bec.co.jp/ 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はありませ

ん。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はありませ

ん。 

（９） 
上場会社と当該会社との

関 係 等 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はありませ

ん。 

  ※BECは非上場会社であるため、先方のご要望により経営成績及び財政状態に関しては、記載を控えさせてい

ただきます。 

 

 

４．日程 

   取締役会決議日     ： 平成28年11月４日(金) 

   業務提携契約の締結   ： 平成28年11月４日(金) 

 

 

５．今後の見通し 

本件に伴う平成29年６月期の業績に与える影響は現時点では軽微でありますが、将来にわたって企業価値の向上

を実現する業務提携と考えております。業績に重大な影響を与えることが明らかになった場合には、速やかに情報

開示を行います。 

 

 

以 上 


